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令和５年度いなべ市健全化判断比率（４指標）について

令和５年度決算については、４指標をクリアしています。

× 財政再生基準（レッドカード） １つでも該当すると国の管理下で再生へ

▲ 早期健全化基準（イエローカード）１つでも該当すると外部監査を受け健全化へ

R5 いなべ市の R5 年度決算数値 R4 いなべ市の R4 年度決算数値

実質赤字比率 報告数値「－」

R4 R5 ▲→ ×→

黒字 赤字

11.24％ 8.52％ 0％ -12.82％ -20％

連結実質赤字比率 報告数値「－」

R4 R5 ▲→ ×→

黒字 赤字

41.30％ 38.93％ 0％ -17.82％ -30％

実質公債費比率 報告数値「9.8％」

R4 R5 ▲→ ×→

償還額小 償還額大

0％ 9.0％ 9.8％ 25％ 35％

将来負担比率 報告数値「0.8％」

R5 R4 ▲→

将来負担小 将来負担大

0% 0.8％ 2.3％ 350％（約 400 億円）

【実質赤字比率と連結実質赤字比率で用いる標準財政規模】

標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額

Ｒ４：１４２億円 ➞ Ｒ５：１４５億円

【実質公債費比率と将来負担比率で用いる標準財政規模*】

標準財政規模*＝標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額－公債費等交付税算入分

Ｒ４：１１５億円 ➞ Ｒ５：１１９億円

報告第６号参考資料
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令和５年度決算において、財政再生基準（レッドカード）はもちろん、早期健

全化基準（イエローカード）をクリアすることができました。今後も４指標の

動向を慎重に見守りながら健全な財政運営に努めます。

実質赤字比率 ＝（普通会計の）実質赤字額／標準財政規模（０円／１４５億円）

結果…実質赤字比率は「 - 」であり、実質黒字比率相当は８．５２％と現時
点では黒字である。

「実質赤字」とは歳入不足で翌年度歳入を繰上充用したり、支払いを翌年度に繰延べ・事業を繰

延べたりした額であり、基金取崩等で対応できなくなった財政面での非常事態を示しています。実

質単年度収支がマイナスになる状態を続け基金を使い果たすと発生します。なお、実質黒字比率と

いう指標はありませんが、実質収支（プラス）の標準財政規模に対する比率は８．５２％です。黒

字額は、前年度と比べて３億円６千万円減の１２億４千万円です。

連結実質赤字比率 ＝（全会計の）実質赤字額／標準財政規模（０円／１４５億円）

結果…連結実質赤字比率は「 - 」であり、連結実質黒字比率相当は３８．
９３％と現時点では黒字である。

実質赤字比率では大規模の公営事業等会計の赤字が含まれないという反省で設けられた指標です。

なお、連結実質黒字比率という指標はありませんが、同様に相当する実質収支（プラス）を連結し

た比率は３８．９３％です。黒字額は、前年度と比べて２億１千万円減の５６億５千万円です。

実質公債費比率 ＝元利償還金*／標準財政規模*（１３億/１１９億円）の３か年平均

結果…実質公債費比率は９．８％であり、健全な範囲にある。

* 実質的に交付税で補填される合併特例債等の償還金は元利償還金から除かれます。（交付税控除額

は２６億円）一方、企業会計や広域連合の元利償還金に充てられた一般会計からの繰出金、負担金・

補助金は元利償還金に含まれます。

* 単年度の比率は０．４ポイント上昇し、３か年平均は０．８ポイント上昇しました。

将来負担比率 ＝将来負担額*／標準財政規模*（１億/１１９億円）

結果…将来負担比率は０．８％であり、健全な範囲にある。

* 将来負担額は主に地方債残高、債務負担行為による支出予定額、企業会計や広域連合等の元利償

還に対する一般会計からの繰出金・負担金見込額など将来に発生する負担の総計額です。

ただし、財政調整基金、市債管理基金など充当することのできる基金、特定財源、基準財政需要

額への算入見込額などは将来負担額から控除します。（交付税控除額は２３７億円）

* 将来負担額は前年度と比べて１億８千万円減となりました。地方債の償還が進んだためです。
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同意第４号

いなべ市教育委員会の委員の任命につき同意を求めることについて

氏 名 近藤 智美（こんどう ともみ）

住 所 三重県いなべ市北勢町阿下喜

生年月日

任 期 令和６年１０月１日～令和１０年９月３０日

職 歴

そ の 他 平成２５年 ４月 いなべ市立阿下喜小学校学援隊

令和 ５年 ４月 三重県立桑名高等学校ＰＴＡ役員

以上

同意第４号参考資料
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議案第４４号

いなべ市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第４４号参考資料
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議案第４７号

工事請負契約を変更する契約の締結について

（宇賀渓キャンプ場レストラン棟設計等及び新築工事）

変更金額内訳

単位：円

工事精査の概要

１ 建設資材不足による工法の見直し

ストローグ工法を拡張樹脂アンカー工法に変更

２ 設備の変更

厨房設備及び家具の変更

３ 外構工事の追加

修景フェンス及び円型ベンチの追加並びに電線埋設工事の追加

４ その他工事精査等

工法変更に伴う再構造計算

地盤改良

その他工事精査

当初契約額 増加分 変更後契約額

工事価格等 272,630,000 43,630,000 316,260,000

消費税相当額 27,263,000 4,363,000 31,626,000

請負工事費等 299,893,000 47,993,000 347,886,000

議案第４７号参考資料
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平面図

路線名 大泉新田16号線

認 定

大泉新田16号線

国
道
42
1号
（
工
事
中
）

大泉新田16号線

最小幅員 1.76m

最大幅員 8.46m

延長 724.59m

議案第４９号参考資料
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平面図

路線名 大泉新田17号線・18号線・19号線

認 定

大泉新田17号線

小笠原デイサービスセンター

大泉新田18号線

大泉新田19号線

大泉新田17号線

最小幅員 6.00m

最大幅員 9.75m

延長 195.75m

大泉新田18号線

最小幅員 6.00m

最大幅員 9.37m

延長 29.35m

大泉新田19号線

最小幅員 6.00m

最大幅員 10.90m

延長 32.95m
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平面図

路線名 麻生田11号線

認 定

麻生田11号線

麻生田11号線

最小幅員 6.00m

最大幅員 6.00m

延長 80.0m

昭和電線ケーブルシステム三重事業所

昭和電線ケーブルシステム三重事業所

南山公園
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平面図

路線名 下笠田大泉新田線

終点変更後

起点

三
岐
鉄
道
北
勢

国道421号（建設中）

終点変更前

員弁中学校

国
道
421号

三
岐
鉄
道
北
勢
線

現在の道路区域の部分

道路区域として減る部分

議案第５０号参考資料
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平面図

路線名 宮東三反丸線

起点変更後

起点変更前

国
道
42
1号
（
建
設
中
）

終点

現在の道路区域の部分

道路区域として減る部分
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平面図

路線名 治第50号線

終点変更後

起点

終点変更前

現在の道路区域の部分

道路区域として減る部分

伊勢治田駅
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議案第５２号

三重県後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議について

被保険者証・資格証明書の廃止 令和 6年 12月 2日から施行

・令和６年１２月２日以降、現行の被保険者証・資格証明書の交付ができなくなります。

・令和６年１２月２日以降、お持ちの被保険者証・資格証明書の有効期限がきれるまでは、使用するこ

とができます。

被保険者証・資格証明書の代わりは？

【マイナ保険証※１をお持ちの方】

マイナ保険証 + 資格情報のお知らせ※２

【マイナ保険証をお持ちでない方】

資格確認書※3

※1 健康保険の情報を紐づけしたマイナンバーカードのことです。

※2 ネットワークトラブルなどによりマイナ保険証から健康保険の情報が確認できない場合などに、

マイナンバーカードとともに提示することでマイナ保険証による受診が可能となる健康保険の

情報が記載されたものです。

※3 マイナ保険証をお持ちでない方に交付する健康保険の情報が記載されたものです。

議案第５２号参考資料
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資格確認書（サンプル）
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資格情報のお知らせ（サンプル）
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議案第５３号

令和６年度いなべ市一般会計補正予算（第３号）

９月補正予算の主な内容は、新型コロナウイルスワクチン接種対策事業、生活保護事

業や重層的支援体制整備事業交付金などの過年度返還金と下記のとおりです。

記

（補正額） 予算書

１ 水素エネルギー活用促進事業（都市整備課） 1,000 千円 P17

（燃料電池車普及購入補助事業）

市が実施する燃料電池車購入補助金１台当たり 20万円に同額 20 万円を県が上乗

せして補助することになったため増額補正を行います。（全額県費）

燃料電池車購入補助金１台当たり 40 万円（市 20 万円＋県 20 万円）

２ 新規システム構築事業（市民課） 1,760 千円 P19

（振り仮名通知機能追加のための戸籍システム改修事業）

戸籍に登録する予定の氏名の振り仮名を、本人宛に通知するため、戸籍システム

の改修を行います。

３ 物価高騰対応重点支援事業（市民税課） 116,150 千円 P21

（定額減税補足給付事業）

定額減税対象者で、定額減税可能額が令和６年分推計所得税額又は令和６年度分

個人住民税所得割額を上回る（減税しきれない）と見込まれる方に対し、その差額

を調整の上給付を行います。

４ 地域生活支援事業（障がい福祉課） 1,671 千円 P21

（障がい者自立支援システム改修事業）

国の令和６年度障害者自立支援給付審査支払等システム事業実施要綱に基づき

障がい者自立支援システムの改修を行います。

５ 公立保育園運営事業（人材確保）（保育課） 37,607 千円 P23

（待機児童対策事業）

令和６年度の３歳未満児の入所申込児童数が想定よりも多く、待機児童を発生さ

せないために、いなべ市社会福祉協議会への委託業務を拡充したことに伴い増額補

正を行います。

議案第５３号参考資料
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６ 児童手当事業（こども政策課） 96,878 千円 P23

（児童手当制度改正対応）

令和６年 10 月以降の手当て対象者の拡充及び多子加算額の増額に対応するため

に増額補正を行います。

７ 生活保護事業（生活支援課） 1,734 千円 P25

（生活保護システム改修事業）

就労自立給付金のインセンティブ強化及び被保護世帯の高卒就職者の新生活立

ち上げ費用の支給が見直されることに伴い生活保護システムの改修を行います。

８ 感染症予防事業（健康推進課） 83,275 千円 P25

（新型コロナワクチン接種事業）

10月から高齢者を対象に行われる新型コロナウイルスワクチン接種のための予

算計上を行います。

接種費用

１人当たり15,300円（国費8,300円 市負担額4,900円 個人負担額2,100円）

９ 経営体等育成支援事業（農業振興課） 628 千円 P27

（有機農業転換推進交付金事業）

新たに有機農業への転換等を図る農業者に対して、有機種苗の購入など必要な経

費について支援します。（全額国費）

10 農村地域防災減災事業（農林整備課） 20,000千円 P27

（県営ため池防災事業負担金）

県営ため池防災事業（上平溜・洞ヶ谷溜、阿弥陀寺溜）の負担金を支払います。

11 農業基盤整備事業（単独）(農林整備課） 1,531千円 P27

（小規模土地改良事業補助金）

地元が行う北勢町地内の奥村用水路バルブ交換工事、農道北129号線補修工事、農

道南中30号線修繕工事、員弁町地内の大泉新田排水路修繕工事、大安町地内の門前

用水路補修工事に対して補助を行います。

12 農業水利防災事業（農林整備課） 2,000千円 P27

（緊急自然災害防止対策事業）

漏水及び陥没により崩落の危険がある藤原町東禅寺地区の排水路修繕工事を行

います。

13 森林環境基金事業（農林整備課） 2,098千円 P27

（古田地区森林資源解析業務）

森林環境譲与税を活用し、藤原町古田地区の森林の樹種・材積の解析を行います。
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14 道路橋梁維持補修事業（建設課) 20,000千円 P31

（市道法面整備事業）

法面崩壊の危険性がある大安町地内の市道片樋２区152号線法面補強工事を行い

ます。

15 道路災害防止対策事業（建設課) 20,000千円 P31

（緊急自然災害防止対策事業）

員弁町地内の下外面鳩岡（シモガイメンハトオカ）線舗装補修工事を行います。

16 道路除草事業（建設課) 13,000千円 P31

（市道樹木枝伐採事業）

北勢町地内の市道山第33号線、大安町地内の市道大安四日市線、市道石榑大井田

線、市道大安東部線、藤原町地内の市道上之山田篠立線の樹木枝の伐採を行います。

17 木造住宅耐震事業（住宅課） 944 千円 P31

（木造住宅耐震診断事業）

令和６年度当初予算無料耐震診断申込枠30戸分は、申込初日で無くなりました。

その後も申込みが多数あるため、20戸分の増額補正を行います。

18 国際交流活動支援事業（生涯学習課) 1,599千円 P35

（タスマニア派遣研修事業）

オーストラリア連邦タスマニア州ホームステイ研修に係る個人負担を軽減する

ために、いなべ市国際交流協会へ追加補助を行います。

参加者：市内中学生18人

19 社会教育施設整備事業（生涯学習課)

（大安公民館男子トイレ修繕工事） 4,620千円 P35

大安公民館の男子トイレの修繕を行います。

（藤原文化センター大規模改修工事実施設計） 15,301千円

藤原文化センターの大規模改修のための実施設計を行います。

20 財政調整基金等管理事務(財政課) 1,024,276 千円 P37

繰越金が確定しましたので、基金積立金を増額します。

内訳は、財政調整基金 618,656 千円と市債管理基金 405,620 千円です。
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